
①旅行業法及びこれに基づく命令

第�問 以下の問 1.〜問 11.の各設問について、該当するものをそれぞれの選択肢から一つ選び、問

12.〜問 25.の各設問について、該当するものをそれぞれの選択肢からすべて選び、解答用

紙にマークしなさい。 (配点 �点×25)

問1. 次の空欄（ア）〜（エ）に当てはまる語句の組合せで、正しいものはどれか。

法第 1条（目的）

この法律は、旅行業等を営む者について登録制度を実施し、あわせて旅行業等を営む者の業

務の適正な （ア） するとともに、その組織する団体の適正な活動を促進することにより、

旅行業務に関する （イ） の維持、旅行の （ウ） 及び旅行者の （エ） を図ること

を目的とする。

（ア) （イ) （ウ) （エ)

a. 体制を確保 取引の公正 安全の徹底 需要の増大

b. 運営を確保 取引の公正 安全の確保 利便の増進

c. 体制を確保 契約の自由 安全の徹底 利便の増進

d. 運営を確保 契約の自由 安全の確保 需要の増大

問2. 次の記述のうち、旅行業等の登録の拒否事由に該当しないものはどれか。

a. 旅行業又は旅行業者代理業の登録を取り消され、その取消しの日から�年を経過していない

者

b. 申請前�年以内に旅行業務に関し不正な行為をした者

c. 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

d. 営業所ごとに旅行業法の規定による旅程管理業務を行う主任の者を確実に選任すると認めら

れない者

問3. 変更登録等に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

a. 第�種旅行業者は、第�種旅行業への変更登録の申請をしようとするときは、主たる営業所

の所在地を管轄する都道府県知事に変更登録申請書を提出するとともに、観光庁長官にその

旨を届け出なければならない。

b. 事業の経営上使用する商号に変更があったときは、その日から 30 日以内に登録行政庁にそ

の旨を届け出なければならない。

c. 役員の交代があったときは、変更登録の申請をしなければならない。

d. 旅行業者等の主たる営業所の所在地に変更があったときは、変更登録の申請をしなければな

らない。
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問4. 営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

a. 営業保証金の額は、登録業務範囲の別ごとに定められており、第�種旅行業の場合は一律

7000万円である。

b. 営業保証金に充てることができる有価証券は、国債証券に限られる。

c. 営業保証金の供託は、旅行業者の主たる営業所の最寄りの供託所にしなければならない。

d. 旅行業者代理業者の営業保証金の額は、その所属する旅行業者の登録業務範囲の別ごとに定

められる。

問5. 次の記述のうち、企画旅行契約の締結に当たって、取引条件の説明をする際に交付する書面

に記載すべき事項として定められていないものはどれか。

a. 旅行の目的地及び出発日その他の日程

b. 契約の申込方法及び契約の成立に関する事項

c. 旅行業務の取扱いの料金に関する事項

d. 旅行中の損害の補償に関する事項

問6. 外務員に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

a. 外務員は、旅行者が悪意であったときを除き、その所属する旅行業者等に代わって、旅行者

との旅行業務に関する取引についての一切の裁判外の行為を行う権限を有するものとみなさ

れる。

b. 外務員は、旅行者から請求があったときに限り、外務員証を提示しなければならない。

c. 旅行業者等は、外務員証を携帯させた者でなければ、外務員としての業務に従事させてはな

らない。

d. 外務員の証明書は、国土交通省令により定められた様式によって、その外務員の所属する旅

行業者等が発行しなければならない。

問7. 次の記述のうち、企画旅行に参加する旅行者を募集するための広告の表示事項として定めら

れているものはどれか。

a. 旅行中の旅行者の負担に関する事項

b. 旅行業者等の業務の範囲、資力又は信用に関する事項

c. 旅行者が旅行業者等に支払うべき対価に関する事項

d. 旅行者に対する損害の補償に関する事項

2



問8. 企画旅行の円滑な実施のための措置に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

a. 旅行業者は、参加する旅行者を募集することにより実施する旅行においては、旅程管理のた

めの措置を講じなければならないが、旅行者からの依頼により旅行に関する計画を作成し実

施する旅行には当該措置を講じる必要はない。

b. 旅行業者は、旅行に関する計画に定めるサービスの旅行者への確実な提供を確保するために

旅行の開始前に必要な予約その他の措置を講じなければならない。

c. 旅行業者は、本邦外の旅行について、旅行に関する計画に定めるサービス内容の変更を必要

とする事由が生じた場合は、代替サービスの手配及び当該サービスの提供を受けるために必

要な手続きの実施その他の措置を講じなければならない。

d. 本邦外の旅行に参加する旅行者に同行して、旅程管理業務を行う者のうち主任の者が有して

いなければならない実務の経験は、本邦外の旅行に関する旅程管理業務に従事したものに限

られる。

問9. 受託契約に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

a. 旅行業者は、他の旅行業者が実施する企画旅行を取り扱う際には、当該他の旅行業者の旅行

業者代理業の登録を受けた上で、受託契約を締結しなければならない。

b. 委託旅行業者と受託旅行業者は、受託契約において、委託旅行業者を代理して企画旅行契約

を締結することができる受託旅行業者又はその受託旅行業者代理業者の営業所を定めておか

なければならない。

c. 旅行業者代理業者は、書面にて所属旅行業者の承認を得た場合であっても、他の旅行業者と

直接受託契約を締結できない。

d. 地域限定旅行業者は、第�種旅行業者の受託旅行業者となることができる。

問10. 弁済業務保証金に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

a. 弁済業務保証金から弁済を受ける権利を実行しようとする旅行者は、その債権について登録

行政庁の認証を受けなければならない。

b. 保証社員と取引をした旅行者は、旅行業務に関する取引によって生じた債権に関し、当該保

証社員について弁済業務規約で定める弁済限度額の範囲内において、弁済を受ける権利を有

する。

c. 旅行業協会から還付充当金を納付すべき通知を受けた保証社員が、その通知を受けた日から

�日以内に、還付充当金を納付しないときは、当該保証社員は旅行業協会の社員の地位を失

う。

d. 保証社員の営業所の賃貸料等の旅行業務以外の取引に係る債権については、弁済業務保証金

の還付の対象とはならない。
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